情報とコミュニケーションの戦略的活用

情報システム管理と情報の利用

　情報は、ヒト、モノ、カネ、時間、と並んで、経営の５大資源のひとつです。

　情報が「主力商品」である図書館にとっては、特に大きな位置をしめます。しかし、実際は、図書館の現場では、図書館サービスの改善に関わる情報システムの構築に多くの労力が割かれますが、その経営的側面はあまり注目されません。

　経営情報システムの構築と改善が常に大きな課題となっている企業とは対照的であります。同時に図書館情報学でも、企業戦略で話題になった意思決定支援システムや戦略経営支援システムを図書館の経営に適応する研究対象とすることもほとんどありませんでした。その理由を考えることによって、今後の図書館情報システムの構築や図書館経営に必要な情報収集の方向性を明確にしておく必要があります。

図書館経営と図書館情報システム

　今の図書館は、その業務運営とサービス提供の多くを情報システムに支えられ、その維持管理や開発に費やす人的・財的資源も図書館経営上かなりの比重を占めています。その意味で、図書館経営論の観点からも図書館情報システムは経営の重要な対象であり、公共図書館ではＯＰＡＣとそれに関連する予約等サービス面の充実に力が注がれ、情報システムを使った経営管理機能の改善や情報システムの運営管理面での効率性などには十分な配慮がなされてこなかった間があります。

　その最大の理由は、一般に公共図書館では、経営資源の適正配分や効率性、将来的な経営戦略や顧客選択などの経営的要因を最初から加えた図書館サービス計画がほとんど策定されていないことがあげられます。つまり、経営論的考慮の不在は、図書館情報システム固有の問題ではなく、従来の図書館サービス計画が、利用者の利便性やサービス内容の向上・最大化を理想としながら、経営資源の不本意な不足や制約によって、「ほどほどの線」で妥協・実施されてきたことの反映ではないか。「もっとヒトとカネがあれば、あるいは行政担当者や市長にもっと理解があれば、もっと良いサービスができるのに、、、」という図書館現場の常套句は、それを典型的にあらわしています。

　図書館システムは、経営戦略的な選択とは関わりなく、そのような善意のサービス中心志向が、図書館予算の執行可能な範囲で実現したものと言えます。

　図書館情報システム運営に経営的観点が、欠けがちなもうひとつの理由は、経営センスをもった図書館員がいないという根本的な問題は別にしても、情報システム自体の専門家が公共図書館にほとんどいないことであります。

　だから、経営的要素に配慮したシステム調達や管理の最適化を望むことは酷なことであり、ここにも公共図書館における適切な人的資源確保の問題があります。

情報システムの開発の課題

　図書館情報システムの運営は、新規開発時はもちろん、その維持・管理についても予算・人事面でかなり経営面での工夫が必要であります。

　新しい情報システム開発・導入は、公共図書館にとって大変負荷の係る事業であります。したがって、その導入決定に当たっては、サービスの向上や事務の効率化などのメリットと、投入すべき経営資源とのバランスを考えなければなりません。

　図書館情報システムは、コンピュータ会社や大手書店による資料受入れ処理や目録情報提供を中心とするパッケージが、各種開発されたものがほとんどで、公共図書館ではそのいずれかをカスタマイズして使用しているのが現状です。

　しかし、図書館の情報環境は大きく変わってきています。インターネット情報源を含む外部情報資源への依存度を高め、蔵書の書誌情報検索を第一義的に考えた従来のパッケージソフトを使い続けることが本当に効果的・効率的なのか、導入経費だけでなく、維持管理費やシステム拡張性、ネットワーク環境整備等をふくめた費用対効果の根本的な見直しが必要なのではないか、と。

　こうした見直しの一歩が、ネットワーク環境やコンテンツ提供サービスに配慮したシステム導入計画の策定とそれに則った適切な仕様書の作成です。

システム事業者の選択は、通常入札方式をとりますが、単に価格面だけの評価での一般競争入札では、価格に加えて、機能面、保守管理、拡張可能性、などの評価点をも加えた総合評価方式を取り入れることが望ましい。

図書館情報システム導入決定評価のあり方としては、どのような評価点配分方式がいいのか、選定委員会の委員構成はどうするのか、そうした基準が公共図書館で一般化できるのか、などは図書館経営論上の検討対象となります。公会計は単年度主義が原則ですが、いったん導入したシステムは少なくとも５年程度は使いつづけることから、システムの設計、準備経費、初年度の導入必要経費の算定に加え、ソフトウェアや機器等の使用料、保守費、ソフトウェア改良や機器増設などの後年度負担を入れた予算総額の見積もりが不可欠になります。

　業務委託と同様に、システム納入事業者を決定した後の契約も十分注意を要します。保守管理の範囲やソフトウェアのバージョンアップ、あるいはシステム事業者が変わった時のデータ移行経費の負担など、あいまいな契約内容が災いして、その後の運営管理上の大きな負担となることが少なくありません。

また契約面に限らず、会計関連法規はもとより、労働派遣法や、独占禁止法などの予算執行に関わる法規面でのチェックも欠かすことはできません。

経営のための情報活用

　組織にとって、有用な情報の利用の巧拙が経営に重要な影響を及ぼします。

　図書館現場では、利用者への情報提供サービスのあり方や改善については熱心に取り組んできましたが、図書館経営及びその経営環境を改善するための情報活用については、ほとんど論議の対象になってきませんでした。「経営」、そしてそれに必要な「情報の利用」という概念が図書館現場には定着していないことが大きな理由であります。

　図書館経営に必要な情報とは何か、また、その入手先・入手方法はどのようなものなのか。

　その第一が、図書館経営に関わる外部環境情報です。

　これは一般的な経済・社会情報もありますが、関連性の高い情報産業、出版流通業、文化産業、などの動向は把握しておく必要があります。

また、属する自治体の政策動向や人口動態などの基本統計は必須の情報対象であり、その背景となる国の文教政策や経済産業政策、情報政策なども必要な情報になります。

この点で、従来の公共図書館が、自治体全体の政策や、本来関連深い出版業・書店界などの実情と課題に対して、ほとんど無関心な態度をとってきたようにみえるのは残念なことです。

　第二は、ＰＲの対象者である図書館の利害関係者から寄せられる情報があります。他の館種を含めた図書館関係者、図書館情報学等研究者、博物館等類似期間関係者、ジャーナリスト、同じ自治体の関連行政担当者、学校関係者、委託業者等関連事業者、出版流通関係者など、その対象は、様々ですが、情報が人的な接触によって得られることでは共通性があります。

その利点として、信頼性、機密性、速報性等があります。なによりも話者の価値評価による一種のスクーリングを得た情報であることが大きいものです。

一方、話者の立場による偏りやミスリーディングの可能性もあり、他の情報源による補正も不可欠であります。情報入手の際におこなわれる意見交換の機会も貴重であります。

　利害関係者のなかでも、図書館利用者を含めた住民からの情報・意見は、図書館経営にとって優先的に考慮すべき情報でありますが、図書館の主体的な経営方針とのバランスを十分考えることが必要になります。

　経営上必要な第三の情報としては、図書館活動の記録・統計や職員から上がってくる報告・意見があります。貸出資料の内容など、図書館利用に関わる様々な情報がありながら、単純な統計を取って終わらせていました。

その理由のひとつは利用者情報の保護があげられますが個人情報と切り離した利用情報を使うことにはなんら問題はないはずです。企業では、利用者属性と利用者情報を組み合わせた顧客分析がますます重視されています。

図書館運営・サービスを改善するための貴重な情報として積極的に活用すべきであります。

　以上様々な情報は、そのままの生情報に留めておくのでなく、その情報の入手先、入手状況、社会的文脈を加味した取捨選択と編集を加えること、職員間での情報共有化を図ること、折角の情報を図書館経営方針やサービス計画の柔軟な修正に結びつける態度をもつことを忘れてはなりません。

